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 市議会議員 活動報告 

2018 年 3 月 11 日 
第 699 号

0748-86-2985 Fax0748-86-0415   yama729@maia.eonet.ne.jp http://www.facebook.com/mituhiro.yamaoka 

このニュースは、毎週発行しています。fb でもご覧いただけます。また毎週金曜日早朝、甲南・寺庄・甲賀の各駅をまわって配布しています。 

●…2 日(金)は、早朝甲南駅頭宣伝、確定申告提出、議会準備、11 時から草津で実務、16 時から甲賀病

院へ要求聞き取り、その後生活相談、夜資料整理・議会準備。●…3 日(土)は、10 時から夕刻まで大津で会議。●…4 日(日)は、終

日、残っている集金と署名活動。●…5 日(月)は、早朝赤旗配達、午前中、議会準備と生活相談、13 時半から草津で会議、18 時か

ら生活相談。●…6 日(火)は、10 時から議会本会議・議案質疑、14 時から議員団会議、16 時から議会準備、帰宅後ニュース作成。

●…7 日(水)は、10 時から議会本会議・一般質問、19 時から草津で歓送迎会。●…8 日(木)は、10 時から議会本会議・一般質問。 

 未曽有の被害をもたらした東日本大震災・東京電

力福島原発事故から７年。１１日は全国各地で「原

発ＮＯ」を掲げた集会とデモが取り組まれますが、

滋賀でも大津の膳所公園で「原発のない社会へ び

わこ集会」が開かれます。ぜひご参加ください。１

０時開会、一帯で講演会や集会などが開かれます。

デモの出発は１５時。

 「病室のドアがすぐ閉

まってしまうので、Ｓ字

のフックをかけていま

す」「病室の洗面所。こ

ちらの部屋は二つある

のに、こちらはナシ」な

ど甲賀病院の改善要望

に対して２日、山岡議員

は小西議員と一緒に現

地調査を行いました。 

 開会中の予算議会は１日の代表質問に続き、６日に議

案質疑、７日・８日・９日の三日間は一般質問が行われ

ました。また１２日から連続５日間は、山岡光広議員が

委員長を務める予算決算常任委員会が開かれます。１日

の日本共産党甲賀市議員団の代表質問に対する主な答

弁は以下の通りです。 

●大飯原発再稼働すべきでない。 

市長＝国が総合的に判断するもの。 
●安定ヨウ素剤備蓄変更した理由は。 

危機安全統括監＝原子力規制委員会

の検討チームから「３０キロ圏域外に

おける安定ヨウ素剤の防護措置は効果

的に実施可能なものとは言えない」と

の指摘があったから、備蓄は行わない

ものとした。 
●市庁舎で「平和原爆資料展」を。 

市長＝新庁舎での平和パネル展の開

催も視野に入れ、有効策を検討。 
●市役所内の非正規の実態は。 

総務部長＝昨年４月現在４０９人。 
●新庁舎移行後の残業実態は。 

総務部長＝昨年６月以降８カ月の時

間外労働は、48,575 時間。前年同時期

と比べると 6,492 時間増。 
●岩永市政後の人口動態は。 

市長＝出生数と死亡数の自然動態

は、平成 28 年は－231 人、平成 29 年

は－296 人。転入・転出による社会動

態は、平成 28 年が－229 人、平成 29
年が－11 人で鈍化傾向がみられる。 
●コメの戸別所得補償廃止による影響 

産業経済部長＝反当り 7,500 円が廃

止になれば、農家にとって市全体で約 1

億 6 千万円収入減。 
●「部落差別の解消の推進に関する法

律」が議員立法で制定されたが、市の

基本姿勢は。 

副市長＝甲賀市人権尊重まちづくり

条例にもとづき、あらゆる差別のない

明るく住みよい人権尊重のまちつくり

をすすめている。一般施策のなかで総

合的に取り組みを推進しており、新法

の主旨に反するものではない。 
●特養待機者の実態は。 
健康福祉部長＝昨年 8 月時点で要介

護 1 から 5 までが 430 人。うち要介護

3 以上は 345 人。このうちケアマネア

ンケートで、入所が急がれる人は約

48％。 
●ふるさと応援寄付金の実績は。 

総務部長＝2 月 22 日で 1,400 万円。

●合併特例債。新年度と今後の見通し。

総務部長＝新年度予算は15億840万

円発行見込み、再延長になれば新たな

期限を見据え活用事業を精査する。 
●国保は新制度のもとでも社会保障、

加入者の負担軽減、予防活動を。 

市民環境部長＝新制度でも国保の目的

は変わらず、保険者の負担増は充分な

配慮が必要。 


